
【震－13】 官民連携による地域生活交通維持改善事業調査
（対象箇所：宮城県南三陸町）

【実施主体】南三陸町

目的

①

南三陸町では、震災後、町民バスの再開（ 無料シャトル運行） とBRT等により、町内外の58 ヶ所、2,195 戸の応急仮設住宅や残存集落への交通サービス
が提供されているところ、復旧期から復興期に向けて町民の生活形態やニーズの変化に対応した早期の見直し・改善が求められる。また、高台集団移転や
新たな市街地形成に向けて、高齢者等の交通弱者を含む町民が安心して定住できる環境づくりの生活交通サービスの再構築・充実化が求められる。

このような状況の中、本調査では、町の復興と発展に資する地域生活交通を提供し、持続的に維持改善していくために、民間企業のノウハウや地元企業
の資源などを活かして 南三陸町地域交通計画を策定しつつ 各種交通事業や関連サービスの持続的な事業展開をするための一体的マネジメントに向け

これまでの経緯

の資源などを活かして、南三陸町地域交通計画を策定しつつ、各種交通事業や関連サ ビスの持続的な事業展開をするための 体的マネジメントに向け
た運営方法を検討する。
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【震災前】Ⅰ 地域公共交通等に

施設の概要

【南三陸町の公共交通ネットワークの再構築】

港
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【震災前】
民間バス路線撤退後、「公」主体で町民100円バスを運行。

【震災後】
H23.3 JR気仙沼線、町民バスが全線で不通。交通事業者が被災。

H23.5 JR代行バス、日赤による登米市までのバスの運行。

Ⅰ 地域公共交通等に
係る現状と課題の把
握・整理

Ⅱ 地域公共交通等の
課題整理

【南三陸町の公共交通ネットワ クの再構築】
町内の公共交通について、域外を結ぶ「幹線軸」と各集落・

仮設住宅等から幹線軸にアクセスする「支線」からなるネット
ワークに再構築する。

・幹線軸：ＢＲＴ、町外仮設住宅循環
・支線：町民バスなど
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陸前港無料で町民バスを再開し、避難所、仮設住宅間等を運行。

H24.12 ＢＲＴ運行。

現在 交通需要環境の変化の中、今後の復興まちづくりを
見据えると「公」主体での持続的公共交通運営に限界。
→官民連携による地域交通のあり方を模索

Ⅲ 南三陸町地域生活
交通計画

Ⅳ 南三陸町生活交通
事業の事業化・運営
方法の検討
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→官民連携による地域交通のあり方を模索

結論

方法の検討

■基本的な方針
・当面は、「行政主導」で、公的財源を

産業・観光 安心な定住

一体的復興まちづくり【目標像】

石巻
用いて仮設住宅や残存集落に暮ら
す町民の生活の足を確保

↓
・無料から有料へ移行
↓
中期的には 官民連携のマネジメン

■町民バス（12路線）
・運行日：平日
運賃 無料

■JR気仙沼線BRT
・運行：毎日、約１本/h
・運賃：鉄道と同額

新市街地整備高台居住地整備

産業・観光
活性化

安心な定住
環境づくり

新ビジネス創出
相乗効果

■町外仮設住宅循環・中期的には、官民連携のマネジメン
ト組織づくりや、高台移転や新市街
地整備などの需要変化への対応、
付加価値型新ビジネスの創出によ
り持続的公共交通事業の経営

・運賃：無料
・車両台数：７台
・運行事業者：

タクシー２社、
自動車整備会社

官民連携による
地域交通事業

■町外仮設住宅循環
・運行：毎日、８便/日
・運賃：無料
・路線：平成の森～ベイサイド

～登米市（南方仮設住宅）



②【実施主体】南三陸町

結論（続き）

【震－13】 官民連携による地域生活交通維持改善事業調査
（対象箇所：宮城県南三陸町）

■当面の取組み
（町民バスの見直し・改善）
・（仮称）町外仮設住宅循環の運行
・町民バスとＢＲＴによる交通ネットワーク化
・研究会の継続による組織のあり方検討

■中期の官民連携の取組み
・官民連携のマネジメント組織づくり
（「生活交通マネジメント組織」）
・定額制(会員制)サービス“生活交通パス

ポート”

■事業採算性（13路線）
・交通事業者委託費：63百万円（H25見込）
・財源：復興交付金、特定被災地域公共交

通調査事業
・利用者：延べ25万人（H24） 事業性研究会の継続による組織のあり方検討

・町民バスの有料化に向けた検討
及び、運行体制の構築

・町民バスの有料化

ポ ト
・貨物＋旅客の新たな交通サービス
・生活サービス総合業として

（商業・観光・福祉・交通拠点など）

【復興期・発展期の官民連携事業スキームのイメージ案】【復興事業や国の支援を見据えたフェーズごとの事業展開】

利用者 延 万人（ ）
↓
・100円バス場合の収入：25百万円
・収支：▲38百万円

事業性
持続性

 
南三陸町

実態・ニーズ調査

周知・情報提供 

契約 

連絡・調整

出資者、

国

補助金

住民
南三陸町 

・ダイヤの見直し

・日赤バス、患者送迎バス、

高校臨時便廃止後の対応

・官民連携のマ

ネジメント組

織の設立

・復興に合わせた

ネットワーク再

構築（高台・集

発展期当面（平成25～27年度頃） 復興期【町民の外出ニーズ】
・町内に買物先がない
・車がない人の不自由
・家族送迎が負担

サービスの提供
観光 交通・物流

各種委託契約

金融機関
出資

融資

商店街 

サポート券購入

会員登録 

一般利用者 

（町民、 

支援者 

（自治会、 

 個人） 

無料で利用

生活交通マネジメント組織 

（任意団体、株、LLP、LLC、NPO 等）

地元企業・団体

など

・公共交通ネットワーク化

（仮設住宅・集落⇔幹線軸）

・運行事業者、有料化の検討

織の設立

・生活サービス

の提供

・事業の評価・

検証

構築（高台・集

落⇔BRT）

・事業の評価・検

証

特定被災地域公共交通

調査事業（～H25年度）

【町民バスの運行上の課題】
・利用の少ない路線の存在
・移動実態と不整合な路線
・わかりにくい路線・ダイヤ

事業者事業者 スーパー
（町民、

 来訪者） 有料で利用

など調査事業（ H25年度）

復興交付金（～H27年度）

【組織づくりのステップ】

・行政の事務・財源負担

■実現可能性
・体制：地元タクシー会社２社は前向きな姿勢＋地元若手ＮＰＯの前向きな姿勢
・需要：高台分散居住による移動と不便の増加

交通事業者 町民ｺﾝｻﾙ町

事業化に向けた今後の展望

■当面の予定
【Step１】 （平成25年度）

・早急に対応が必要な改善実施（公共で運営）

■中長期の予定 【復興期・発展期】
・町民バスの運営業務のアウトソーシング化
官民連携の ネジメント組織の設立

【Step３】（平成27年度頃）
望ましい公共交通サ ビス

南三陸町地域公共交通研究会

連携 ・商店街、スーパー

・まちづくり組織

・観光協会 など
早急に対応が必要な改善実施（公共で運営）

・研究会を継続し、マネジメント組織づくりの検討
【Step２】（平成26年度頃）

・復興に最低限必要なサービス提供
・町民バスとBRTのネットワーク化

・官民連携のマネジメント組織の設立
・町の復興に合わせたネットワーク再構築
・デマンド交通等の導入
・生活サービスの提供
・事業の評価・検証

・望ましい公共交通サービス
提供

・町民バスの有料化の検討
（民間運営への切り替え）

生活交通マネジメント組織

将来的に、地域で自立してい
けるような組織・人材に育成


